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これまでの経緯と趣旨 

 県教育委員会では、平成２４年３月に「学校における負担軽減検討委員会報告書」をま

とめ、文書作成や調査回答事務の効率化、放課後に会議や部活動等を実施しない「ノー会

議デー」、会議の厳選等に取り組んでまいりました。また、毎年２回のフォローアップ会議

で、取組についての効果検証を行っており、平成２７年度からは「ふれあいデー」の設定、

平成２９年度からは調査・報告等の２割削減に向けた取組を新たに加えるなど、より効果

的な教職員の負担軽減に取り組んできたところです。 

 その一方、近年、学校を取り巻く環境が複雑化・多様化する中で、学校の担う役割が拡

大し続け、現在の教職員への負担軽減策では対応しきれない状況にあります。それに加え、

新学習指導要領の本格実施に伴う新たな教育課程への対応、国が進める高大接続改革への

対応などにより、更なる時間の確保が必要になってきています。 

 県教育委員会の平成２８年度教職員の勤務状況調査（以下「勤務状況調査」という。）に

よると、勤務時間を除いた１か月の在校時間が４５時間を超える教諭の割合は、小学校 

７８．５％、中学校８１．２％、高校全日制５４．２％、特別支援学校３５．９％でした。

また、勤務時間を除いた１か月の在校時間が８０時間を超える教諭の割合は、小学校 

２３．４％、中学校３１．６％、高校全日制１０．８％、特別支援学校３．５％と、教諭

の在校時間の長時間傾向が明らかとなりました。そういった中で「『授業やその準備に集中

できる時間』、『子供と接する時間』及び『自ら専門性を高めるための時間』の確保、教職

員の健康維持増進」が課題となっており、これらの課題に早急に対応する必要があります。 

 そのため、県教育委員会では平成３０年３月に「学校における働き方改革推進委員会」

を設置し、教職員が授業や授業準備等に集中し、教育の質を高められる環境を構築するた

めの方針を策定することとしました。さらに、「多忙化解消・負担軽減検討委員会」（座長：

東京大学大学院教育学研究科教授 勝野正章氏、構成委員：公立小学校校長会会長、中学

校長会会長、高等学校長協会会長、体育連盟会長、高等学校文化連盟会長、PTA連合会会

長、職員団体等）を平成３０年８月に設置し、教職員の多忙化の実態と原因、改善策など

の整理を行い、様々な立場から頂いた意見をできるだけ方針に反映できるよう取り組んで

まいりました。 

 平成３０年６月に「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」が成立

しました。また、平成３１年１月に中央教育審議会の答申において児童生徒に対して効果

的な教育活動を持続的に行うため「学校における働き方改革」の総合的な方策が示されま

した。それを受け、文部科学省は「在校等時間」の超過勤務の上限を原則１か月当たり 

４５時間以内、１年当たり３６０時間以内等と勤務時間の上限の目安を示した「公立学校

の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」を示しました。 

 これらに加え、県議会平成３１年２月定例会における附帯決議による教職員の負担軽減

や、産業医との面接などの心理的ケアの実施など、効果的な対策による教職員のトータル

ケア体制も踏まえて、本県公立学校の「学校における働き方改革基本方針」（以下「基本方

針」という。）を策定しました。この「基本方針」は３年間の達成目標を示しており、毎年、

「多忙化解消・負担軽減検討委員会」及び「フォローアップ委員会」で効果検証を行うこ

ととしております。 

 県教育委員会といたしましては、今後も教職員が子供たちの指導に専念できるよう教職

員の多忙化解消・負担軽減を進め、教育の質の維持向上に取り組んでまいります。 
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学校における働き方改革基本方針の基本的な考え方 

１ 目 的                                     
 
  働き方改革を推進し、学校教育の質の維持向上を図る 
 

 県教育委員会が平成２８年度に実施した「勤務状況調査」により、教員の在校時間が長

時間傾向となっていることが明らかになりました。 

 今後、学校を取り巻く環境が複雑化・多様化する中で、学校の担う役割が拡大1し続ける

とともに、新学習指導要領が実施され、「外国語活動・外国語科」、「プログラミング教育」、

「総合的な探究の時間」等の新たな科目等への対応や、国が進める大学入学者選抜改革へ

の対応2等により、更なる時間の確保が必要となっています。 

 そのような中、教員が健康を害すれば、その家族や子供たちへの影響は計り知れません。  

 毎日健康で子供たちの前に立ち、未来を生き抜くために必要な力を育むためにも、教員

が授業やその準備をはじめとした専門性に基づく教育活動に全力で専念することで、学校

教育の質の維持向上を図る必要があります。 

 このため、県教育委員会では、教員のほか、事務職員等も含めた全ての教職員を対象と

した「基本方針」を策定することで、働き方改革を推進し、実効ある多忙化解消・負担軽

減を確実に進め、学校教育の質の維持向上を図ることとしました。 
  

２ 調査から見えてきた教諭の働き方の現状（勤務状況調査より）               

 

 

 

 

  

  

  「勤務状況調査」では、(1)のとおり、勤務時間及び土日を除いた１か月の在校時間が

４５時間を超える教諭の割合や、８０時間を超える教諭の割合が高いことが分かりまし

た。 

  厚生労働省の「脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを除く。）の認定

基準」によると、月当たりの時間外労働がおおむね４５時間を超えて長くなるほど、脳・

心臓疾患の発症と業務との関連性が「徐々に強まる」とされています。また、当該疾患

の発症前２か月から６か月間平均で、月当たりの時間外労働が８０時間を超えた場合は、

発症と業務との関連性が「強い」とされています。 

  (2)の「勤務時間を除いた在校時間における主な執務内容」からは、全ての学校種別で

「授業準備」が上位を占めていること、中学校や高校全日制では部活動の割合が高く、

いわゆる「超勤４項目3」以外の業務に教諭が対応している時間が長時間化している実態

が生じていることが明らかになりました。 

                                                   
1 いじめや虐待、増加する外国人児童生徒への対応 
2 大学入学共通テストへの記述式問題導入、英語の「聞くこと、読むこと、話すこと、書くこと」の４技能の評価への対応 
3 公立学校の教育職員に時間外勤務を命ずる場合は、臨時又は緊急のやむを得ない必要があるときに限り、次の四つの業務に従事する

場合とする。①校外実習その他生徒の実習に関する業務、②修学旅行その他学校の行事に関する業務、③職員会議（設置者の定めると

ころにより学校に置かれるものをいう。）に関する業務、④非常災害の場合、児童又は生徒の指導に関し緊急の措置を必要とする場合

その他やむを得ない場合に必要な業務。 

(1)在校時間 ①勤務時間を除いた１か月の在校時間が４５時間を超える教諭の割合（土日を除く） 
        [小学校]78.5%  [中学校]81.2%  [高校全日制]54.2%  [特別支援学校]35.9% 
       ②勤務時間を除いた１か月の在校時間が８０時間を超える教諭の割合（土日を除く） 
        [小学校]23.4%  [中学校]31.6%  [高校全日制]10.8%  [特別支援学校] 3.5% 

(2)勤務時間を除いた在校時間における主な執務内容 
  ［小学校] 授業準備 44.2% 学級経営 25.6% ［中学校] 授業準備 32.2% 部活動 24.7% 
  ［高校全日制］ 部活動 28.1% 授業準備 26.2% ［特別支援学校] 授業準備 36.8% 校務分掌 12.5%         
    ※校務分掌とは、進路指導や生徒指導など学校運営上必要な業務分担をいう。 
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３ 課 題                                     
 

 

 

 
 

  「２ 調査から見えてきた教諭の働き方の現状」から、教諭の在校時間の長時間傾向

が明らかとなり、また、新学習指導要領への円滑な対応が目前に迫っていることから「授

業やその準備に集中できる時間」、「子供と接する時間」及び「自ら専門性を高めるため

の時間」の確保や、教職員の健康維持増進が解決すべき課題となっています。 

 

４ 目 標                                          

 

 教員*1の在校等時間*2の超過勤務*3の上限を「公立学校の教師の勤務時間の上限に関する

ガイドライン（文部科学省）」で規定された「原則 ①月４５時間以内 ②年３６０時間

以内」とする。  

 *1 行政職員等については、「３６協定」を締結する中で働き方改革推進法に定める時間外労働の規

制及び「学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例」、「学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則」

等の上限規制が適用される。 

  *2 文部科学省が策定した「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」に基づくもの。 

   在校等時間＝①在校時間－②校内の自己研鑽
けんさん

等の時間＋③校外の研修や子供引率等の時間－④休憩時間 

  ①…学校に出勤で到着した時間から、帰宅のために学校を出る時間までの時間 

   ②…所定の勤務時間外に校内において自らの判断に基づいて自らの力量を高めるために行う自

己研鑽の時間やその他業務外の時間。自己申告に基づき除く。 

    ※自己研鑽の時間とは、例えば、教師が幅広くその専門性や教養を高めるために学術書や専門

書を読んだり、教科に関する論文を執筆したり、教科指導や生徒指導に係る自主的な研究会

に参加したり、自らの資質を高めるために資格試験のための勉強を行ったりする時間 

    ※その他業務外の時間とは、例えば、朝早めに出勤して新聞を読んだり読書をしたりする時間

や、勤務時間終了後の夕食の時間、学校内で実施されるＰＴＡ活動に校務としてではなく参

加している時間、地域住民等としての立場で学校で行われる地域活動に参加している時間等 

   ③…校外での勤務について、職務として行う研修への参加の時間や子供の引率等の職務に従事し

ている時間。時間外勤務命令に基づくもの以外も含める。 

    ※職務として行う研修とは、初任者研修や中堅教諭等資質向上研修といった法定研修のほか、

県教育委員会主催の研修等、職務命令により参加する各種の研修が含まれる。ただし、職務

専念義務を免除されて行う研修（いわゆる「職専免研修」）は、ここでいう「職務として行

う研修」には含まれない。 

    ※職務として行う子供の引率等とは、校外学習や修学旅行の引率業務、勤務時間内の部活動の

競技大会・コンクール等への引率業務のほか、勤務時間外の部活動の練習試合等への引率業

務等が含まれる。このほか、家庭訪問、警察や児童相談所等の関係機関との打合せ等が挙げ

られる。 

 *3 「在校等時間の超過勤務」とは、在校等時間から正規の勤務時間を減じた時間である。 

 

   （その他） 

    ※自宅等に持ち帰って業務を行った時間については、「在校等時間」には含まれない。 

    ※週休日や休日等の業務も、校務として行っている勤務の時間については「在校等時間」に含

まれる。     

「授業やその準備に集中できる時間」、「子供と接する時間」及び「自ら専門性を高め

るための時間」の確保、教職員の健康維持増進 
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  「２ 調査から見えてきた教諭の働き方の現状」及び「３ 課題」を解決するために、

「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン（文部科学省）」を踏まえ、以

下のように本県における目標を策定しました。 

  

  教員の在校等時間の超過勤務の上限を「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガ

イドライン（文部科学省）」で規定する以下(1)及び(2)とします。 

  (1) 原則、以下のア及びイを満たすものとします。 

  ア １か月の超過勤務が４５時間以内 

  イ １年間の超過勤務が３６０時間以内 

   

 

 

 

 

 

 

 

  (2) 特例的な扱い 

   子供に係る臨時的な特別の事情により勤務せざるを得ない場合4についても、以下の

ア及びイを満たすものとします。 

  ア １年間の超過勤務が７２０時間以内 

  イ ①１か月の超過勤務が１００時間未満 

    ②連続する複数月（２か月、３か月、４か月、５か月、６か月）のそれぞれの期

間について、各月の超過勤務の１か月当たりの平均が８０時間以内 

    ③１か月の超過勤務が４５時間を超える月が６か月まで   

    

    

 

 

 

  

 

 

 

 

  

  ここでいう在校等時間の超過勤務とは、在校等時間から正規の勤務時間を減じた時間

とします。 

  なお、行政職員等（事務職員等、技術職員、技能職員及び学校栄養職員）については、

いわゆる「３６協定」を締結する中で「働き方改革を推進するための関係法律の整備に

関する法律」に定める時間外労働の規制及び「学校職員の勤務時間、休暇等に関する条

例」、「学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則」等の上限規制が適用されます。 

 

  この目標達成に向け、総合的な取組を行うことにより、全ての本県公立学校における

在校等時間の長時間化の改善を図ることとします。 

                                                   
4 具体の事案の内容に応じ、校長が判断することとなるが、例えば、学校事故等が生じて対応を要する場合や、いじめやいわゆる学級 

 崩壊等の指導上の重大事案が発生し子供に深刻な影響が生じている、また生じるおそれのある場合などが想定される。 

４５時間

０時間

年の上限は３６０時間

月の上限は４５時間

１００時間

４５時間 ③月

０時間

②月

④月

⑤月

⑥月
①月

２～６か月の平均が８０時間以内 月の上限は１００時間未満
月４５時間を超える

超過勤務は年６か月

年の上限は７２０時間
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５ 目標達成に向けた四つの視点＋先行事例の紹介                   

 

  

 

 

 

 

  

  教職員は、学習指導、児童・生徒指導、進路指導、学級経営、学校運営業務等の学校

が担うべき業務のほか、その関連業務についても範囲が曖昧なまま行っている実態があ

り、これらの業務の中には、必ずしも教職員が担う必要のない業務が含まれています。 

  「４ 目標」達成のためには、教職員の健康管理を意識した働き方や教職員定数の改

善等の教育条件の整備、教職員の専門性を踏まえ、子供に直接関わる教育活動から遠い

ものより優先順位をつけて業務を削減することや、保護者や地域の理解・連携が不可欠

となります。そのため、「教職員の健康を意識した働き方の推進」、「教職員の専門性を踏

まえた総業務量の削減」、「教職員の負担軽減のための条件整備」、「保護者や地域の理解

と連携の促進」の四点を目標達成のための視点としました。この視点を組み合わせて、

総合的な対策を講じていくこととします（「（県立学校、小・中学校における）目標達成

に向けた四つの視点と主な取組（詳細）」を参照）。 

  併せて、国の委託事業「学校における業務改善加速事業」の成果も加えながら、目標

達成に向け、先行事例を全県へ紹介していきます。 
 

６ フォローアップ                                 

 
 
 
 
 
 
  働き方改革の取組を着実に実施していくため、(1)及び(2)により、業務改善の取組を

促進し、フォローアップを行います。 

  (1)については、ＩＣカード等による勤務管理システムを導入し、教職員の在校時間を

客観的に把握することで、各学校においては教職員の健康管理を行います。 

  (2)については、「多忙化解消・負担軽減検討委員会」で協議し意見聴取を行います。 

  (3)については、(1)やその他の取組から把握した情報を踏まえ、教育局職員による 

 フォローアップ委員会において、学校の特性及び教職員の専門性を踏まえて「基本方針」

の取組状況について検討し、年度毎に「基本方針」の内容について、見直しを図ります。 
 

７ 今後の進め方                                  

  県教育委員会や県立学校においては、この「基本方針」に基づき、取組を進めます。 

  また、市町村立小・中学校等については、市町村教育委員会に対し、この「基本方針」

を参考に、同様の「基本方針」の策定を促すことにより、県と市町村が協力して全県に

おいて「学校における働き方改革」を推進していきます。 

 

＋ 

(1)ＩＣカード等、客観的な在校時間の把握による各学校での教職員の健康管理への 

 活用 

(2)「多忙化解消・負担軽減検討委員会」からの意見聴取  

(3)教育局職員によるフォローアップ委員会での取組状況の評価・改善 

○教職員の健康を意識した働き方の推進 

○教職員の専門性を踏まえた総業務量の削減 

○教職員の負担軽減のための条件整備 

○保護者や地域の理解と連携の促進 

(3) 教職員の意識啓発 

(4)教員以外の人材や保護者及び地域の力の活用 

 

 

  時間を確保するための環境整備 

 

国の委託事業「学校における業務改善加速事業」や各学校・他都道府県の成果 

○業務改善の取組 

 スクール・サポート・スタッフの配置、業務改善会議の実施、行事・会議・

教材研究等の効率化促進、不要な業務等の見直し 

○ワーク・ライフ・バランスの推進 等 
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県立学校における目標達成に向けた四つの視点と主な取組（詳細） 
 

教職員の健康を意識した働き方の推進                
 

○週休日の振替や休暇等を安心して確実に取得できる職場環境の推進 

 ○【県5】週休日の振替や休暇等が確実に取れるよう、振替の原則は１日単位であることを

周知し、４週につき８日の週休日を設けることを校長会議等で指導を徹底します。    

 ○【県】休暇制度等について、国の動向なども踏まえ、日数増や取得要件の緩和、取得手

続の簡略化を検討します。 

 ○【県】妊娠教職員の勤務軽減の改善に向けて努力します。 

 ○【県・学校】「休暇案内」や「子育て応援ハンドブック」等を各学校で活用し、制度等の

一層の周知を図るとともに、制度が利用しやすい職場環境づくりを目指します。  

 ○【県】産前産後休暇、育児休業等を取得する教職員の状況について早期に把握し、適切

な後補充の配置について、努力します。 

 

○労働安全衛生法に基づく職場改善 

 ○【県】埼玉県教育委員会安全衛生委員会の意見を積極的に取り入れながら教育委員会全

体の課題として対応策を検討し取組を進めます。また、そのために、会議内容や運

営などより良い委員会の在り方を検討します。 

 ○【県・学校】各学校の衛生委員会について、労働安全衛生法に基づく委員選出や会議の

開催・運営等を徹底します。 

 ○【県・学校】学校の環境整備など、衛生委員会で検討した各学校からの要求について 

    は、その実現に向けて努力します。 

 

○教職員の健康管理の推進 

 ○【県】健康診断や人間ドックなどの受診環境の改善を進め、服務の取扱いなどの改善に

向け努力します。 

 ○【県・学校】ストレスチェックの集団分析方法を改善し、その結果を基に衛生委員会で

検討した各学校からの要求については、その実現に向けて努力します。 

 ○【県・学校】長時間勤務や高ストレスの教職員に対して、健康管理医（全高等学校・特

別支援学校に配置）による面接指導を勧奨するとともに、その結果に基づく適切な

措置を講じます。（長時間勤務者に対する面接指導 Ｈ３０予算：６０人→Ｒ１予 

    算：６９０人） 

 ○【県】健康不安のある教職員に対して、教育局保健師による健康相談を実施します。 

  

 

 

 

 

                                                   
5 実施主体を表す。【県】…県教育委員会、【市町村】…市町村教育委員会、【学校】…学校 
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教職員の専門性を踏まえた総業務量の削減                                  
 

○教育委員会が主催する研修及び会議の見直しによる縮減 

 ○【県】年次研修の体系を見直し、年次研修の縮減に向けて検討します。 

 ○【県】年次研修の校内研修に関しては、実施回数の大幅な縮減に向け検討するととも 

    に、研究授業については、負担軽減の方法について検討します。 

 ○【県】年次研修におけるレポートの縮減（本数２割減）について検討します。また、法

定研修においてレポート作成時間を研修時間に含めた取扱いとすることについて

検討します。 

 ○【県】校長会議等において、資料の電子化による事前配布、資料の削減（２割減）、各課

が別々に行っていた会議を同一日の同一会場にまとめることにより、会議の効率化

及び出張回数の削減による出席者の負担軽減を図ります。また、テレビ会議システ

ムを活用した研修や授業研究について研究します。 

    

○学校への調査や県教育委員会による訪問等の縮減の推進 

 ○【県】学校への調査の縮減（調査回答に要する時間の２割減）を実効性を持って更に進

めるために、調査の縮減計画を毎年度作成します。 

 ○【県】現在実施中の高校教育指導課訪問については、負担軽減の観点から、令和２年度

で終了することとします。その他の訪問等については、見直し等について検討しま

す。 

 ○【県】新たな施策、調査等を実施する場合は、スクラップアンドビルドを原則としま 

    す。 

 ○【県】校長会議、副校長・教頭会議、事務長会議、年次研修等で、学校現場からの負担

軽減について意見交換等を実施し、今後の教育委員会の施策に反映します。 

 

○教職員の専門性の観点から優先順位を付けて業務を削減 

 ○【県・学校】進学フェア等のイベントについては、多忙化解消・負担軽減の観点から、

大幅に縮減するよう主催者団体に働き掛けます。その際、夏季休業中に行われてい

る生徒募集に関する大規模なイベントについても、日数の縮減について主催者に働

き掛けます。また、趣旨の重なるイベントについて、日数の縮減や開催時期を調整

するよう、それぞれの主催者に働き掛けます。中学校訪問については、時期や回数、

方法を見直すことで全県一斉的に縮減するようにします。 

 ○【県・市町村・学校】交流事業（「上級学校訪問」や「出前授業」など）を実施する場 

    合、高等学校の負担に配慮して実施するよう、市町村教育委員会に働き掛けます。

特に、「出前授業」については、出張を伴うなど、負担が大きいことから特別な事情

がある場合に限り受け入れることもできますが、高等学校においては当面の間、負

担軽減の観点から原則受入れを見合わせることとします。 

 ○【県】日本学生支援機構の奨学金事務負担を軽減するために、機構の取組状況を踏まえ

ながら、県教育委員会内に問合せに対しての体制の整備に向けた検討を行うととも

に、教職員の負担軽減に向け、国等へ働き掛けます。 

 ○【県】特別支援学校で行っている警察学校研修の受入れについては、学校の希望に基づ

き実施することとし、希望のない学校については実施しない取扱いとすることを検

討します。 
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教職員の負担軽減のための条件整備                        
 

○教育条件整備を国に要望 

 ○【県】教員定数の改善については、あらゆる機会を捉えて、国に働き掛けます。       

 ○【県】スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置に対する支援の 

    充実を図るよう、国に働き掛けます。 

 ○【県】ＩＣＴを推進するに当たっては、ＩＣＴ支援員等の職員を配置できるよう国に要

望します。 

 ○【県】障害者が働きやすい職場をつくるため、人的支援や施設改修等に係る財政措置 

    等について、国に働き掛けます。 

 ○【県】特別支援学校の設置基準を含む施設・設備の在り方について、国との情報交換に

努めます。 

 

○県として行う教育条件整備 

 ○【県】生徒の実態を考慮し、特に必要がある場合には少人数学級編制を推進できるよう

努めます。 

 ○【県】引き続き、計画的に特別支援学校の教育環境整備を進めます。また、既存の学校

の過密を解消するため、新設校や高校内分校の設置のほか、校舎の増築や厨房の改

修など既存校への対応も含め更に検討を進めます。 

 ○【県】新学習指導要領や高大接続改革に対応した「校務支援システム」の機能改善を行

うとともに、「校務支援システム」を運用するに当たっての問合せに対応するサポー

トデスクを設置し、教職員の負担軽減を図ります。また、ＩＣＴ支援員等の職員が

配置できるように県としても努力します。 

 ○【県】作成された教材の共有を図る情報交換サイトの全県的な利用に向けた研究を進 

    め、教員の授業準備を支援します。また、デジタル教材等を日常的に活用できるよ

う普通教室へのプロジェクターの整備等、ＩＣＴ教育環境の充実を図ります。 

 

○専門職員の配置及び障害者雇用の推進 

 ○【県】多様な児童生徒や保護者の悩みへの対応のために、スクールカウンセラー及び 

    スクールソーシャルワーカーの配置と運用の工夫に努めます。                   

 ○【県】家庭との対応や子供を取り巻く問題に関して、弁護士等の専門家による個別相談

を実施し、教職員を支援します。 

 ○【県】高等学校の部活動指導員について、モデル事業の状況を踏まえ、配置拡充に向 

    け、努力します。また、特別支援学校への導入については、障害特性への配慮な

ど様々な課題があることから、引き続き研究します。 

 ○【県】障害者が働きやすい職場をつくるため、障害者本人を支援する支援員の配置な 

    ど必要な予算の確保に努めます。 

     県立学校におけるバリアフリー化については、大規模改修工事などに合わせて、

多目的トイレ、入口スロープや階段手すりの設置、出入り口拡幅などの改修を計画

的に進めています。今後も引き続きバリアフリーに対応した施設整備を進めていき

ます。 
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保護者や地域の理解と連携の促進                   
 

○教職員の働き方改革に関する保護者や地域の理解の促進 

 ○【県】ホームページや県教育委員会メッセージを掲載したリーフレットを活用し、 

    「学校における働き方改革基本方針」の取組について、保護者や地域の理解促進を

図ります。 

 ○【県】放課後から夜間などに実施する見回り等については、地域の実情に応じて必要性

の精査について周知します。 

 ○【県】これまで培ってきた地域等の連携を生かし、子供たちの実社会からの学びを充実

させる取組を学校の実状も十分踏まえて、進めてまいります。 

 ○【県】高体連、高文連等を通じて各競技団体に大会やコンクール等の精査・縮減を申し

入れます。 

 

○「ふれあいデー」及び「学校閉庁日」の設定の推進 

 ○【県・学校】実施する際、保護者に対して丁寧な説明を行います。 

 ○【県・学校】緊急連絡先等の周知など、緊急対応に支障がないように配慮するよう働き

掛けます。 

 

○「埼玉県の部活動の在り方に関する方針」の運用 

 ○【県・学校】県方針を踏まえ各学校で定めた「学校の部活動に係る活動方針」につい 

    ては、生徒及び保護者へ丁寧に説明を行うこととし、学校の教育目標・目指す学校 

    像・各学校の状況に応じて柔軟に対応できるよう配慮します。 
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小・中学校における目標達成に向けた四つの視点と主な取組（詳細） 
 

教職員の健康を意識した働き方の推進                  
 

○教職員の健康管理の推進 

 ○【県】市町村教育委員会に対し、勤務が長時間となっている教職員に産業医等による面

接指導の勧奨を働き掛けます。 

 ○【県・市町村・学校】面接指導を受けた教職員への校内協力体制の確立や校務分掌の見

直しなどの適切な対応について市町村教育委員会を通じて各学校に働き掛けるとと

もに、健康維持増進の視点から休暇等取得促進を呼び掛けます。 

 ○【県・市町村】市町村教育委員会に対し、ストレスチェックの集団分析方法、結果につ

いての情報提供を行います。 

 ○【県・市町村】市町村教育委員会に対し、教職員の健康管理推進のための在校時間把握

に向けた、ＩＣカード等による客観的な方法の導入について、積極的に働き掛けま

す。 

 ○【県・市町村】市町村教育委員会に対し、市町村独自の負担軽減検討委員会を設置（設

置率１００％）するよう働き掛けます。 

○【県・市町村】市町村教育委員会に対し、先行事例の紹介や業務改善会議の導入への働

き掛けを行い、県内小・中学校へ業務改善会議を普及します。 

○【県】業務改善会議等を含め業務改善の取組を実効性のあるものにするために、業務改

善推進コーディネーターの育成を図ります。 

 

○労働安全衛生法に基づく職場改善 

 ○【県・市町村】市町村教育委員会に対し、埼玉県教育委員会安全衛生委員会の活動状況

等の情報提供を行います。 

 ○【県・市町村】市町村教育委員会に対し、労働安全衛生法に基づく労働安全衛生管理体

制を整備するよう働き掛けます。 

 

○週休日の振替や休暇等の取りやすい職場環境の整備 

 ○【県・市町村】週休日の振替等、週休日の確保が適切に行われるよう、市町村教育委員

会へ確実に周知するとともに、校長会議等で指導します。 

 ○【県・市町村・学校】教職員に対して「休暇案内」や「子育て応援ハンドブック」等を

配布し、説明することにより、制度等の一層の理解を深めます。 

 ○【県・市町村・学校】職場全体における育児や介護、傷病の支援に係る意識啓発を促 

    し、働きやすい職場環境づくりを目指します。 

 ○【県・市町村】休暇制度等について、国や他県の動向を踏まえ、日数増や取得要件の緩

和、取得手続の簡略化を検討します。 

○【県・市町村】妊娠教職員の勤務軽減の改善に向けて努力します。 

○【県・市町村】産前産後休暇、育児休業等を取得する教職員の状況について早期に把握

し、適切にサポートできる体制を整えるなど速やかに職場全体を支援します。 
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教職員の専門性を踏まえた総業務量の削減                                  
  

○県教育委員会が主催する研修及び会議の見直しによる縮減 

 ○【県】負担軽減の観点から年次研修の体系を見直し、年次研修の縮減に向けて研修の 

    在り方や内容について検討します。 

 ○【県】年次研修におけるレポートの縮減（本数２割減）及び法定研修でのレポート作 

    成時間の取扱いについて検討します。 

 ○【県】年次研修における校内研修に関しては、実施回数の大幅な縮減に向け検討する 

    とともに、研究授業については、負担軽減の方法について検討します。 

 ○【県・市町村】市町村教育委員会が独自に行っている年次研修に関して、県主催の各研

修と内容の重複がある場合、内容の見直しや縮小、実施方法の工夫について働き掛

けます。 

 

○学校への調査等の縮減の推進 

 ○【県】新たな施策、調査等を実施する場合は、スクラップアンドビルドを原則としま 

    す。  

 ○【県】学校への調査の縮減（調査回答に要する時間の２割減）を進め、調査の縮減計 

    画を毎年度作成します。 

 ○【県・市町村】市町村教育委員会の要請に基づく教育事務所による学校訪問について、

過度な応対や接待は必要ない旨や訪問の際の資料等の簡略化、学校の業務状況へ配

慮をするように働き掛けます。 

○【県・市町村】調査研究事業等で学校へアンケートを実施する際には、既に実施されて

いる調査や公表数値等を活用するなど調査回数や項目の見直し、削減をします。 

 

○関係団体等が主催する大会、コンクール等の縮減の要請 

 ○【県・市町村】各種教科団体等が行う文化的行事や展覧会等について、縮減、廃止等の

見直しをするよう働き掛けます。また、市町村教育委員会が実施する文化的行事や

展覧会等についても、見直すように働き掛けます。 

 ○【県・市町村】各市町村で実施されている体育的行事については、児童生徒や教職員の

健康や安全に配慮し、大会の厳選や大会までの取組を含めた実施運営上の見直しを

検討するように働き掛けます。 

 ○【県・市町村】各市町村や各種関係団体に対し、週休日等に実施される大会や記録会に

おいて、安易に学校職員を運営要員としないよう求めるとともに、大会や記録会等

の縮減を含んだ負担軽減を図るよう働き掛けます。 
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教職員の負担軽減のための条件整備                        
 

○教育条件整備 

 ○【県・市町村】児童生徒の実態を考慮し、小学校２年生、中学校１年生での少人数学級

編制を引き続き実施します。 

 ○【県】小中学校で全県的に実施する持ち時数調査の結果を基に、教職員定数の改善等に

ついて、あらゆる機会を捉えて国に要望します。 

 

○専門職員の配置及び障害者雇用の推進 

 ○【県】多様な児童生徒や保護者の悩みへの対応のため、スクールカウンセラー及びス 

    クールソーシャルワーカーの配置と運用の工夫に努めます。                     

 ○【県】部活動指導員について市町村教育委員会の要望を踏まえながら、増員に向けて 

    努力します。 

○【県】市町村教育委員会と連携し、スクール・サポート・スタッフの配置（令和元年度

２０２人予定）について支援します。併せて、有効に活用する方法等の情報提供を

行います。 

 ○【県・市町村】市町村教育委員会と連携し、障害者が働きやすい職場をつくるため、支

援員の配置など必要な予算の確保に努めます。 

 

○業務の効率化の推進 

 ○【県・市町村】市町村教育委員会に対し、成績処理や指導要録等の事務処理に係る負担

軽減のためのＩＣＴの活用を推進するために、「校務支援システム」に関する先行事

例の紹介や、その導入について働き掛けます。 

 ○【県・市町村】県内の市町村教育委員会や学校、他都道府県における先行事例等を紹介

するとともに、進路指導における負担軽減に向けた検討を行うなど学校の業務の効

率化を推進します。 

 ○【県】学校支援コミュニケーションサイト内等にページを作成し、学習指導案や教材等

を関係者で共有し、教員の教材づくり等の授業準備に掛ける時間を削減し、事務の

効率化を図ります。 
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保護者や地域の理解と連携の促進                   
 

○教職員の働き方改革に関する保護者や地域の理解の促進 

 ○【県】ホームページや県教育委員会メッセージを掲載したリーフレットを活用し、「学 

    校における働き方改革基本方針」の取組について、保護者や地域の理解促進を図り

ます。 

 ○【県】「地域とともにある学校づくり」への転換を図るため、コミュニティ・スクール研

修会等を開催します。 

 ○【県・市町村】放課後から夜間などに実施する見回り等については、地域の実情に応じ

て必要性を精査するよう働き掛けます。 

 

○「ふれあいデー」及び「学校閉庁日」の設定の推進 

 ○【県・市町村・学校】市町村教育委員会に対し、「ふれあいデー」に関する趣旨を確実

に周知するとともに、実施状況を適切に把握し、適正に実施するよう引き続き働き

掛けます。また、保護者や地域に対しても丁寧な説明を行うように働き掛けます。 

 ○【県・市町村】市町村教育委員会に対し、保護者や地域への緊急連絡先などの周知な 

    ど、緊急対応に支障がないように配慮するよう働き掛けます。 

 

○「埼玉県の部活動の在り方に関する方針」の推進 

 ○【県・市町村】市町村教育委員会に対し、生徒及び教職員の心身のバランスの取れた生

活を推進するため、生徒及び保護者に「部活動の在り方に関する方針」の意義につ

いて丁寧に説明を行うよう働き掛けます。 
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